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　南川　和充
　デフレ脱却による経済再生に向けた改革が
進められ，アベノミクスのいわゆる「三本の
矢」の経済政策によって株価は上昇し，企業
収益が回復し，雇用も拡大し，賃上げの動
きも広がりつつあるようにみえた。しかし，
2014 年 4 月に実施された消費税率引き上げ
で GDP が予想外に 2四半期連続のマイナス成
長となった。これに続けて 2％上げることは
個人消費をさらに押し下げて景気を腰折れさ
せてしまい，インフレ率 2％目標達成も困難
となって，デフレからの脱却を危うくさせて
しまう懸念から，消費税率 10％への再引き
上げは先送りにされようとしている。また，
日本経済がデフレ脱却し好循環に向かうよう
になったとしても，原発停止による電力価格
の高騰や巨大な財政債務の問題といった様々
な課題はなお存在している。
　このような複雑化した我が国におけるデフ
レーションをめぐる諸現象を，経済学・世界
経済論・経営史・経営組織論・地理学・哲学
等の研究者による論考を通じて多面的に理解
するための材料を一般向けに提供することを
狙いとしているのが本書である。
　本書は，毎年度募集されている高崎経済大
学産業研究所のプロジェクト研究の 1 つで，
2011 年度に開始（研究期間 4 年，総勢 21 名）
された本書と同名の研究プロジェクトの研究
活動をベースにして，その第 3年度目までの
成果報告書としてまとめられて公刊された高
崎経済大学産業研究所叢書である。
　本プロジェクトの研究成果報告の第 1弾に
位置づけられる本書では 8名の執筆者，各々
の研究領域も異なる研究者が多様な手法を駆
使して複雑なデフレーション現象の解明に意
欲的に取り組んでいる。しかし，ともすれば
このタイプの叢書では共同研究分担者の個々
の論文がバラバラに集められて編まれがちで
はあるが，本書は，いくつかの軸において相
互に対立的ないしは対照的な関係にある論考
がみられるという意味で，ある種の枠組みを
持った構成になっているように評者には感じ
られた。そうした対立軸としては，主流派と
非主流派，賛成論と反対論，官と民，といっ
たものを容易に見いだすことができよう。こ
うした枠組みをつくって議論しようとした所
以は，デフレーション現象の現在と今後のあ
りかたをより正確に描き出したいがためであ
る，ということが，研究プロジェクト代表者
による「刊行にあたって」と「あとがき」の
記述から読み取ることができた。いずれにせ
よ，我が国のデフレーション現象の理解に対
して示唆に富む論究がなされていることは本
書の特徴として挙げられる。
　全体は，第 1部「デフレーションの経済学
と思想」，第 2 部「デフレーションへの適応
と展望」の二部から構成される。第 1部では，
デフレの原因に関して流布している議論に対
する経済理論面・統計面からの検証（第 1章），
長期化するデフレを当然の帰結としてもたら
したとする新自由主義的社会の代わりとなる
経済・社会システムの構想（第 2章），労働と
いう観点からのデフレに関する思想・哲学的
な考察（第 3章）が，三者三様にデフレーショ
ン現象を捉えている。この 3つの章は研究方
法論上の（主流と非主流という）対比をもって
配されているといえようか。続く第 2 部で
は，第 4章および第 5章において小売・サー
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ビス業の変容とデフレ経済への対応が検討さ
れ，第 6章および第 7章において，自治体と
公益事業者との関係をめぐる諸問題が検討さ
れる。この 4つの章は官と民という視点から
二分されよう。以上はデフレの現状と今後に
ついての考察だが，最後の第 8章においては，
デフレから脱却できた後にもなおいっそう顕
在化するであろう電力エネルギー問題をとり
あげて展望を示すことで，本書全体の結びと
なっている。
　以下に，それぞれの研究者による各章の論
考を概観する。
　第 1章「貿易自由化と「輸入デフレ」－日
本は「輸入デフレ」になり得るか－」（藤井孝宗）
は，まず冒頭で，1990 年後半から 2000 年代
前半にかけての消費者物価指数および企業物
価指数の推移がグラフによって示されてい
る。この時期に実際に大幅なデフレーション
が起こっていたことをデータで確認すること
で，本章は本書全体の議論で基礎となる導入
部分としての役割も担っている。ただし，こ
のデフレについてマクロ的経済面あるいは金
融面から議論することは本章の目的ではな
い。ここで筆者が批判的に考察するのは，デ
フレの原因の 1つとして一部の論者により指
摘された「輸入デフレ論」の問題点，および
この論に基づいて主張された通商政策に関す
る議論の妥当性についてである。グローバル
化の進展，中国等の新興国の台頭，および日
本の貿易自由化により，日本の輸入財価格が
低下し，それに影響を受けて国内財価格も下
落したと説明されるが，経済学者の多くはこ
の論に懐疑的である。統計面・経済理論面か
らの検証により，こうした輸入デフレ論は正
しくないと結論づけている。
　第 2 章「デフレ下日本の経済思想―オル
ターナティブの素描―」（矢野修一）ではまず，
格差社会を幻想・見せかけであると言い放つ
主流派経済学の主張や，格差は人の好みを反
映しているにすぎないとして格差拡大の現実
を放置する「居直り論」に対して鋭く批判を
加えている。格差社会を現実として見捉える
ことが重要であると説き，この格差の先に展
望されるものとして共生という概念が提示さ
れ，その合理性や現実性を理論的に保証しう
る共生経済学の視点や考え方を述べている。
具体的には，主に佐野誠の著作『99％のため
の経済学』に依拠して，新自由主義型賃金抑
圧経済の対極をなす「賃金＝消費＝内需主導
型経済」によって特徴づけられる共生経済社
会へのステップを提示している。共生経済社
会への転換を促す道筋として，営利企業と従
業員による「停戦協定としての共生」の拡充，
協同組合や特定非営利活動団体といった多様
な組織形態による共生の進展，社会保障制度
の充実による内需主導型の経済循環の確立，
規制された公平な通商システムの構築，地球
環境保全，といった活動を提起している。
　第 3 章「ウィリアム・モリスの「社会主
義」」（國分功一郎）は，商品が売れないとい
う事態は経済学的に分析するだけでは説明で
きないとして，そこにとどまらない考察の必
要性を指摘する。物が買えるようになるため
には，お金だけでなく，その物についての知
識と，その物について思索する余裕が必要で
あるとの認識に基づいて，19 世紀イギリス
の思想家・工芸家・社会運動家であるウィリ
アム・モリスの思想を紹介している。高い芸
術的価値をもった作品や質の高い商品，およ
びその作品・商品を生産する労働の質を保証
する制度を創造し，実践することがモリスの
社会主義の思想であると概説している。この
思想から導き出せることは，つまらない商品
を作ったり，売ったり，買わされたりするこ
とがあってはならないということであり，生
産と販売と購入の全サイクルの質を向上させ
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るビジョンが求められるということであると
される。とくにこの第 2章と第 3章の主題は
評者のまったくの専門外であるが，かえって
そのために興味深く学ぶところがもっとも多
かった。
　第 4章「デフレ経済下の東急ハンズ―出店
戦略の転換と新業態の模索―」（加藤健太）の
主題は，出店戦略と新業態開発に焦点を当て
て，デフレ経済下の東急ハンズの経営行動が
なぜそのような変容過程を採ったのかを検証
することである。これは先行研究ではほとん
ど関心が向けられていなかった分析課題であ
ると指摘されている。1990 年代は豊富かつ
こだわりの品揃えを特徴とするハンズ業態の
新規出店を通じて成長を図って増収という結
果を残した。しかし，2000 年以降は新業態
を複数開発するもののこれらの業態は苦戦
し，多店舗展開は頓挫したが，ハンズビーと
いう業態は成功したことを資料に基づき確認
している。ハンズビーによって店舗規模を大
型店から小型店へ，顧客ターゲットを男性か
ら女性へと転換させて，コンセプトを再構築
したことが功を奏したわけであるが，こうし
た転換に後れをとってしまったのは，男性の
「空間」というハンズのコンセプトが強く根
づいたことに起因していたとの仮説を提示し
ている。ハンズビーはそうしたハンズらしさ
も一定程度実現させつつ，単一の商品カテゴ
リーとはせず，小型店ながら日常生活全般を
カバーする品揃えを提案する業態である点で
工夫がなされていると評価しているが，この
見解は企業戦略を考えるうえで極めて興味深
い。
　第 5章「地方都市における宿泊業のデフレ
経済への対応」（西野寿章）では，地方都市の
ビジネス系ホテルの経営実態を明らかにす
るために，ホテルの立地動向を分析してい
る。また，当産業研究所がホテルを対象に実
施したアンケート調査の結果から，デフレ経
済への対応を捉えようとしている。好景気を
前提とした設備整備・価格設定を行ってきた
地元資本のホテルや老舗チェーンがデフレ下
で顧客を減少させた一方で，バブル崩壊後に
規模拡大させた新興チェーンはローコストオ
ペレーションを基本にした価格設定や新たな
サービスの提供によって勢力を拡げたという
基本認識を示して，高崎市におけるホテルの
盛衰を説明している。最後に，地域経済の再
生についても言及され，国の政策に一喜一憂
することではなく，地域の内発的な取り組み
が重要であり，そうした取り組みがこの地域
に活力を与え，高崎市に立地した多くのホテ
ルが活気を取り戻していくものと考えられ
ると結んでいる。表 5-1 にある，1990 年以
降の全国 16 の地方都市におけるビジネス系
ホテルの当時の客室料金は，執筆者が実際に
宿泊して自身が保存していた領収書の金額か
ら独特に集めたデータであり，それを現在の
同一ホテルの同一客室料金と比較して低価格
化の傾向を示そうとしているはユニークであ
る。
　第 6 章「地方の路線バス運賃のデフレ基
調とそれに伴う諸問題」（大島登志彦）の主題
は，1990 年代に始まる自治体主導のコミュ
ニティバスに端を発した，路線バス運賃のデ
フレ基調の問題の考察である。利用促進を図
るための上限運賃や均一料金，乗継割引運賃
などの導入が発端となった断片的な低運賃の
導入や部分的な運賃値下げが具体的な考察事
例である。そして，運賃格差やそれに伴う矛
盾を解消するために実施されたある自治体で
のバスカード購入補助制度などを紹介し，そ
れらは一定の評価ができるとしているが，路
線バスの運賃問題は，周辺地域と連携しなが
ら，広域的な運賃体系のありかたを検討して
いくことが根本的な課題であると指摘してい
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る。この章では執筆者自身の撮影による写真
も楽しい。
　第 7章「任せることの難しさ―官民協働の
現場における人々の取り組み―」（藤本哲）で
は，デフレ不況下において拡大した官民協働
事業，とりわけ PFI 刑務所を事例として取り
上げ，経営組織論における諸研究をベースと
して，任せることの難しさについて論じてい
る。業務を一部もしくは全部を他者に任せる
際に，委託する側が求める業務遂行の質や量
を確保することは難しさを伴う。これを論じ
るうえで官民協働事業に注目することは，質
的に大きく異なる組織への委託の事例として
適しているといえるとしている。金井壽宏に
よる「任せることの体系的分類枠組み」など
に依拠して，関係者への取材や PFI 刑務所に
関する公表情報，出版物や資料等を丁寧に検
討している。そこから得られた結果は，数多
くの隙間業務や想定外の業務の発生により，
各種仕様書等に書ききれない業務が多数ある
こと（規則集体系の不完全性），民間事業者側
の従業員の熟練形成と価値観の共有が求めら
れていること，そのため国側の職員による支
援活動や研修等，刑務官と警備員の合同訓練
等の取り組みが実施されていること（不確実
な事象を取り扱う人々が依拠するのは熟練），で
あるとしている。
　最後に，今後デフレから徐々に脱却してき
た場合に想定される問題を議論しているの
が，第 8 章「デフレとエネルギー問題」（山
本芳弘）である。デフレからの脱却に伴い経
済活動が活発になると，エネルギー需要はそ
れまでよりも増加することが予想されること
が統計資料に基づいて説明される。当然そこ
でエネルギー需給に支障が起きないように何
らかの手段が講じられるはずであるが，地球
温暖化に加えて，原子力発電の問題が顕在化
した現在にあっては，この 2つの問題が制約
条件となって，従来型の対応策での解決を難
しくしていると指摘している。それでは，今
後のエネルギー需要の増加やエネルギー資源
の円建て輸入価格の上昇にどのように対処す
ればよいのか。エネルギー政策の方向性につ
いての日本政府の基本的な考え方に言及した
あと，エネルギーミックスにおける再生可能
エネルギーの利用およびエネルギー使用の効
率化が重要な役割を果たすとの見解を述べて
いる。そして，それを推進するための具体的
な政策的措置として，太陽光発電された電力
の買い取り制度や，スマートグリッド技術の
開発を紹介している。
　デフレ問題に関心をもつ一般読者はもちろ
ん，このテーマに関する議論を概観したい他
の分野の研究者および大学院生も手にすると
有益な書物であると，一読した感想として言
える。内容はバラエティに富んでいるし，学
部学生にも身近な事例を扱っている章も多い
ため，自分の関心のあるトピックが必ず一つ
や二つは見つかるはずである。ゼミでの輪読
などで使用してもよく，教員のガイドがあれ
ば学生も十分に読み進めることができるので
はないかと思われる。さらに，本書の使用法
としては本学の学生に対象が限定されてしま
うが，本書を教科書にしての，執筆者がオム
ニバスで講義を担当する形式の授業を開講し
てみてはどうだろうか。ないしは，一般市民
を対象とした公開連続講座も考えられる。い
ずれにせよ，工夫をすれば受講生が多面的な
ものの見方を養うことができる授業が構成で
きるのではと思った。
　最後に，2014 年度末に出版が予定されて
いる本研究プロジェクトの第 2弾報告書を心
待ちにしたい。本書と合わせて読まれること
で理解がより深まることが期待される。
（みなみかわ・かずみつ／南山大学経営学部）
